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研究成果の概要（和文）：本研究は，沿岸域サステナビリティ評価手法の確立を目的とし，主に4つの点を明ら
かにした．第1に，これまで様々な使われ方をしてきた里海概念の整理を行った．第2に，沿岸域がもたらす多様
かつ変化する生態系サービスを順応的に管理するための「順応型社会生態系管理マトリックス(adaptive SES 
management matrix (ASESMM))」を開発した．第3に，社会生態系の一つである里海を創生するための行動指標を
作成し，関係価値との里海創生行動との関連性について明らかにした．第４に，沿岸域管理体制と管理方策につ
いて、特に多段階管理システムの観点から明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop a sustainability assessment 
framework for coastal areas. This study revealed four points. First, we reviewed the concept of 
Satoumi, which has been used in various ways. Second, we have developed the "adaptive SES management
 matrix (ASESMM)" for the adaptive management of diverse and changing ecosystem services provided by
 coastal areas. Third, we developed sets of behavioral items for creating Satoumi, and explored the 
relationship between the relational values and the Satoumi creation behavior. Fourth, we proposed 
the coastal area management system and management measures, especially from the perspective of a 
multi-stage management system.

研究分野：サステナビリティ学

キーワード： 里海　沿岸域管理　多段階管理　関係価値　生態系サービス　ネットワーク・ガバナンス

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
陸域と海域を一体として沿岸域の統合的管理は海洋基本計画で定められている重要な課題である．本研究は，
１）問題志向性，２）現実の状況を反映させる状況依存性，３）伝統的な学問領域を超えつつも，アドホックに
ならないよう，これまでの学術研究の蓄積を出発点とし，学問領域間の整合性に配慮した学際性を特徴とした政
策志向研究である．これにより，多様な側面を持つ里海概念の整理，順応型社会生態系管理マトリックスの開
発，関係価値の里海創生における重要性，里海の多段階管理システムを明らかにすることで，沿岸域の統合的管
理に資する研究成果が得られたと考えている．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
これまで，環境・資源に関する問題は，社会や人とのつながりの中で捉える重要性が指摘され，
伝統的な学問領域を超えた考え方，例えば，社会と生態系を一つの複雑適応システムとして捉え
る社会生態系（Folke et al., 2005），生態経済システムの複雑性，持続可能性規範，公平性規
範を重視する生態経済学（Common and Stagl, 2005），生態系と人を生態系がもたらすサービス
でつなげる生態系サービス学（MEA, 2005），人と自然の良好な関係の持続可能性に着目するサス
テナビリティ科学（Ives et al., 2017）等が提唱されている． 
 研究の蓄積が急速に進む一方で，その活用が十分にされていない危機意識から（Abson et al., 
2017），こうした捉え方を意思決定のあらゆるレベルに浸透させて現実の問題に役立てる主流化
（mainstreaming）の考え方が国際機関（UNEP, FAO 等）や環境省で取り入れられるいっぽうで，
主流化に資する学術的な研究の蓄積が急務となっている(TEEB, 2010)． 
 
２．研究の目的 
 海洋基本計画（平成 25年 4月）や改正瀬戸内海環境保全特別措置法（平成 27 年 10 月 2 日公
布・施行）を背景として，個別あるいは府県単位の管理を超えた灘単位の沿岸域総合管理のシス
テム構築，そして個別具体的な管理方策のあり方を明らかにすることに目的とした．具体的には
本研究は里海，生態系サービス学，包括的富指標等を統合することにより沿岸域サステナビリテ
ィ評価手法の開発を目的とした．下図の通り，4つのサブテーマに取り組むことで，沿岸域サス
テナビリティ評価手法を開発することを目的とした．  
 

 
図：サステナビリティ評価フレームワークとサブテーマの関係．【ST1】 望ましい里海と対応す
る生態系サービスの特定，【ST2】 関係価値のシャドウプライス，【ST3】 社会生態系モデリング
の手法の確立と推計，【ST4】 灘単位の ICZM の体制と管理方策の検討 
 
 
３．研究の方法 
本研究はフィールド調査，ヒアリング，アンケート調査，文献調査などによりデータ収集を行
い，それぞれのサブテーマに取り組む予定であった．ただし，COVID-19 によりフィールド調査
やヒアリングの多くをキャンセルすることとなり，結果的に【ST3】社会生態系モデリングにつ
いては十分な成果を上げることはできなかったため，今後の研究課題として残されている．この
ため，その代わりに，【ST1】と【ST2】については，特にオンラインアンケート調査を活用した
調査に集中することとした．【ST4】については，沿岸域管理の取り組みに関する情報を収集する
ため，関係機関（兵庫県，香川県，岡山県，徳島県，大阪府，長崎県，明石市，大村市，南三陸
町）の訪問によるインタビュー調査を行った．また，海外における参考事例調査として，米国・
チェサピーク湾における沿岸域管理に関わっているチェサピーク湾管理委員会，メリーランド
大学，メリーランド州政府を訪問し，インタビュー調査を行った．さらに，行政関係資料の収集
と分析，ならびに文献（論文，著作）の収集と分析を行った． 
 
４．研究成果 
海概念が提唱されて以降，様々な考え方が議論されてきたことから，里海提唱者である柳九州
大学名誉教授の他，松田広島大学名誉教授，共同研究者である日高近畿大学教授，特に岡山県日
生地区を研究してきた立命館大学桜井准教授，全国の里海のフィールド調査を行ってきた立命
館大学吉岡客員研究員を招き，望ましい沿岸域の姿である里海を定義するための基礎作業とし



て里海概念を整理した（上原ほか（2019）；Uehara et al. (2021)）． 
沿岸域の生態系サービスには様々なものがあり，また１）沿岸域住民がそもそも最適な望まし
い姿を十分に認識できていない，さらに２）望ましい姿は社会生態系の変化に伴い，変わってい
く，ということから，現状からの少しの変化をとらえる順応的なアプローチを採用した．具体的
にはまず，播磨灘の 19 種類の生態系サービスの現状を提示し，それぞれの生態系サービスの改
善の方向性，また相対的重要度を測定した．さらに，供給側である管理者が考える各生態系サー
ビスの改善策及びそれに伴うトレードオフと相乗効果果をまとめた．以上，需要側，供給側の情
報を加えたマトリックスを作成し，播磨灘の改善方向を指し示す，「順応型社会生態系管理マト
リックス(adaptive SES management matrix (ASESMM))」を開発した(Uehara et al., 2021)． 
本研究では COVID-19 によって研究手法が制限されたことに加えて，自然と人，自然と人のつ
ながりといった関係性そのものに価値を見出す関係価値（relational values）がここ数年，注
目されつつあることに着目し，当初予定よりも関係価値に重点を置き，里海と関係価値の関係性
および可能性について整理を行った（Uehara et al. (2020); 上原＆藤田(2021)）．また，加え
て，関係価値が社会生態系管理に果たす役割を明らかにする研究を行った．本研究では，播磨灘
周辺の異なる特徴を持つ三つの陸域と海域を社会生態系として定義し，社会生態系の一つであ
る里海を創生するための行動指標を作成し，関係価値との関連性について比較研究により調査
した．その結果，関係価値が実務上も重要な価値であることが明らかとなった（査読中）． 
灘単位の ICZM の体制と管理方策の検討については主に以下６つの研究成果が得られた． 
１）多段階管理システム 
個別の管理の取り組み，先行研究，沿岸域管理に関連する理論の整理結果に基づき，里海の考
え方を生かした沿岸域の総合的な管理を行うための仕組みとして，ネットワーク・ガバナンスを
適用した沿岸域の多段階管理システムを考案し（日高 2018），管理システムを検討するにあたっ
ての理論フレームとした．次いで，この理論フレームを実際に管理が行われている現場に当ては
めて，適合度合や乖離の内容を検討することで，理論フレームの改善を図った． 
２）里海レベル：明石市沿岸のたこ釣ルール化（多段階管理システムの第一段階） 
 個別の里海レベルでの関係者の参加のあり方を明らかにするため，明石市沿岸におけるタコ
釣りのルール化を対象として，CLD 分析を行った結果，沿岸域利用のルール化に関する重要な要
因の因果関係が整理できるともに，特に海上保安部や一般市民の協力が重要なキー要因である
レバリッジポイントであることが明らかになった（日高ほか 2021）．関係者の関わり方には濃淡
があるが，濃密に関わる直接的な関係者だけでなく，レバリッジポイントとなる周辺の関係者の
関与も重要である． 
３）里海ネットワーク：志津川湾（多段階管理の第二段階） 
 沿岸域において複数の里海によるネットワークの形成と成果をみるため，南三陸町の静川湾
における沿岸域管理の取り組みを事例として分析を行った結果，志津川湾沿岸の三つの里海は
独立して形成されているものの，結果的に物質循環に沿うように形成されており，さらにラムサ
ール条約の湿地登録をきっかけとして，志津川湾全体の沿岸域管理まで発展していることがわ
かった．また，ラムサール条約による管理計画として，内陸部の森林との連携や観光産業による
里海観光の展開も進められ，里海を要因とした地域全体のワイズユースが実行される状況にな
っていた． 
４）都道府県管轄のみの範囲：大村湾（多段階管理の第三段階） 
都道府県単独で沿岸域管理を行っている事例として，長崎県大村湾の取り組みについて分析
を行った結果，長崎県による管理計画（大村湾環境保全・活性化基本計画）では関係分野が総動
員され，関係部署間の連携が図られるとともに，統合指標と個別指標の設定による PDCA 管理が
行われていた（日高 2019）．また，関係市町は目的によって連携体制を構築する体制になってお
り，長崎県と関係市町による行政の取り組みについては密な連携が取られる状態になっていた．
一方，漁業者による水産多面的機能発揮事業による漁場環境保全の取り組みはあるものの，民間
による里海づくりや里海ネットワークについては取り組みが進んでおらず，多段階管理の下部
（里海づくりや里海ネットワーク）が薄い状態にあることがわかった． 
５）広域：瀬戸内海，大阪湾，チェサピーク湾（多段階管理の第三・四段階） 
瀬戸内海および兵庫県，岡山県，香川県，それに大阪湾における沿岸域管理を分析した結果，
瀬戸内海全域では瀬戸内法による環境保全の基本計画・方針で統一的な規制が行われ，府県海域
では状況に応じた管理が行われる「すり合わせ型」の管理となっており，その結果広域での統一
的な規制と府県海域での独自性の高い管理の同時実現が可能になっていることがわかった（日
高 2022）．また，大阪湾では流域府県を対象にした大阪湾再生行動計画が策定され，瀬戸内法に
よる府県計画も含めて関連計画や事業が一定の方針のもとに統合される「モジュラー型」の管理
となっており，内陸も含めた流域での多様な関連事業が統合されていることがわかった． 
６）多段階管理システムによる沿岸域管理への含意 
ネットワーク・ガバナンスによる多段階管理システムという理論フレームに基づいて，現実の
沿岸域管理について分析を行った結果，地先での里海づくりと里海ネットワーク，それに府県管



理と府県海域を超えた管理の仕組みを重ねることで，沿岸域の総合的な管理が可能になると推
測された．ただし，上記の管理事例の詳細な分析によって，各段階における取り組みにはモデル
では示されなかった複雑な仕組みや考慮すべき要因があり，これらによってモデルを精緻化す
る必要がある．それらのポイントは下記のとおりである（日高 2022）． 
里海づくりについては，多様な参加者を巻き込む必要があることから，問題の構造を把握し，
レバリッジポイントを押さえたうえで参加者の広がり方を考える必要がある．里海ネットワー
クについては，現状では最も遅れた部分であるが，下で述べるような三つのネットワークを構築
することが必要であり，それを可能にする科学的知識と支援体制が求められる． 
都道府県管理については，大村湾で見られた行政による取り組みと地先の里海づくりの乖離
をつなぐ手立てが必要である．ネットワーク・ガバナンスでは縦の連携としただけであったが，
行政による全体を捉えた取り組みと地先における里海づくりの取り組みの十分なコミュニケー
ションを進めるための具体的な仕組みづくりが求められる． 
都道府県を超える広域の海域について，モデルでは都道府県協定による連携としたが，実際に
は核となる制度とそれを支える関連制度による制度の束，それを実行するための関連組織の補
完的な連携による組織の束が必要であり，それらを考慮した制度設計が不可欠となる． 
里海に関連する先行研究から，三つのネットワーク：物質循環，生態ネットワーク，社会ネッ
トワークが必要であることが示唆され，多段階管理のいずれかでこれらをカバーする必要があ
る．志津川湾のように結果的にカバーすることもありうるが，沿岸域管理の積極的な拡大を考え
ると，意図的・計画的にこれを行うことが必要である．三つのネットワークのうち，事例分析結
果からみて最も遅れている，あるいは不足しているのが社会ネットワークである．これについて
は，今後の事例の発掘とアクションリサーチのような現場での導入実験のような取り組みが必
要である． 
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